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中期目標・中期計画の策定の考え方

	中期目標（素案）の項目
	中期計画（素案）の項目
	策　定　の　考　え　方

	第２　府民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

１　技術支援の実施及び情報発信

（１）事業者に対する技術支援

（２）行政に対する技術支援

①　行政課題への対応

②　緊急時への対応

（３）情報発信
	第１　府民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取るべき措置
１　技術支援の実施及び情報発信
（１）事業者に対する技術支援
（２）行政に対する技術支援
①　行政課題への対応
②　技術情報の提供
③　緊急時への対応
（３）情報発信
	▷　研究所の業務の根幹は、環境、農林水産業、食品産業の分野における技術支援を行うことであり、農林水産業者や民間企業等の事業者と府や市町村など行政機関の２者を技術支援の対象者とすることを記載した。技術支援の内容は、従来、研究所が行ってきた業務を継承する。

▷　技術支援の対象者として当初は環境NPOなど府民を対象とした技術支援の項を設定することを検討したが、一般府民に対する技術支援の具体的内容がわかりにくいため、NPOへの技術支援は事業者への技術支援の中に含めることとし、一般府民に対しては情報発信を行うことを明記するにとどめた。

▷　情報発信する内容は、研究所の本来業務による成果、活動状況などとし、納税者に対する説明責任を果たすためにも一般府民にも分りやすく工夫した情報の提供を行う。

▷　技術支援の実施状況を把握する数値目標として、事業者への技術支援の一つである受託研究に対する事業者の満足度と、行政研究課題に対する行政評価ポイントを設定する。

▷　分りやすい情報発信を心がける指標として、報道資料提供数を数値目標項目とする。

	２　技術支援の質的向上

（１）技術的ニーズのきめ細かな把握

（２）幅広い知見の集積
	２　技術支援の質的向上
（１）技術的ニーズのきめ細かな把握
（２）幅広い知見の集積
	▷　根幹となる技術支援の質の向上を図るため、ニーズをきめ細かく把握することと、技術支援に必要な幅広い知見を集積することを記載した。

	（３）質の高い調査及び試験研究（調査研究）の実施

①　調査研究の推進
	（３）質の高い調査及び試験研究（調査研究）の実施
①　技術支援の基盤となる調査研究の推進
	▷　技術支援に必要な知見のさらなる集積のために調査研究を実施することとする。

▷　研究所が対応すべき幅広い分野の技術支援に必要な技術力を維持向上し、知見を集積するために、基本となる分野の調査研究は受託研究を含め効率的に実施する。

	
	②　重点研究分野への取組
ア　重点研究分野
イ　重点研究分野の推進体制
	▷　一方で，限られた研究資源を有効に活用するために、選択と集中の観点から、事業者や行政からの技術的ニーズの高い３分野を重点研究分野として組織的に取り組む。

▷　重点研究分野は、研究資源の重点的な投入や、所として進捗管理、成果普及などの推進体制を整備して取り組む。

	
	③　新たな研究分野への取組
	▷　新たな技術的ニーズがあり、研究所の対応が求められるにもかかわらず、組織体制の不備や人員、資金の不足などにより、今、十分に対応できていない分野のうち、重要性、緊急性が高い３分野を新たな研究分野として設定して、当面は所内の横断的な取組みや府との連携強化などを図りつつ、研究体制の強化、テコ入れの取組を中期目標期間に実施する。

▷　「農林水産業の六次産業化」は、国、府の施策として打ち出されており、その促進支援が求められる。

▷　「新たな環境汚染への対応」では、微小粒子状物質（PM2.5）など新たに環境基準が設定される環境汚染物質が出てきた時に、分析技術の開発やデータ分析などの支援が求められる。

▷　「生物多様性の保全」は、府の新環境総合計画においても４本柱の一つとされており、都市化が進んでいる府域において残された自然を守り親しむ観点からも、府民にとって重要な分野となる。

▷　なお、調査研究の成果の公表手段の一つとして、学会等への発表と学術論文の発表は重要であるので、数値目標として取組の目標を設定する。

	②　調査研究資金の確保
	④　調査研究資金の確保

	▷　調査研究資金のうち、外部研究資金の占める重要性は従来と同様であるので、外部研究資金の獲得に向けた取組を明記した。

▷　競争的研究資金など外部研究資金の獲得のための取組は、研究資金の確保としてだけでなく、研究員の資質向上の面でも有効であるため、外部研究資金への応募数を数値目標として設定して獲得活動を推進する。

	③　調査研究の評価
	⑤　調査研究の評価

	▷　調査研究の質の向上のため、内部評価、外部評価を実施する。

	（４）連携による業務の質の向上
	（４）連携による業務の質の向上

①　事業者、大学、他の試験研究機関等との連携
ア　課題解決、研究成果の普及を目的とした連携
イ　技術力向上を目的とした大学との連携
	▷　他の機関との連携は、連携することを目的化することなく、業務の質の向上を図るために行う。

▷　産学官連携の目的は、課題解決や研究成果の普及及び技術力の向上の２点とした。

	
	②　府との緊密な連携
	▷　独立行政法人となることで、改めて府と一層緊密な連携を意識することは重要であり、各階層別に定期的な意見交換の場を設定することなどを記載した。なお、具体的な取組は年次計画に記載する。

	（５）知的財産権の取得・活用
	（５）知的財産権の取得・活用
	▷　調査研究や技術開発を通じて新たな知見が得られた場合には、それらを特許権などとして権利化し、有効に活用することは、資源の活用として有意義である。しかし、公的機関が、どの知見を、何を目的として権利化するのかについては、必ずしも考え方が整理できているとは言い難い。特に、特定企業による権利独占に対抗して零細な農林水産業者を保護するという側面もあり、技術支援を業務の根幹に置く研究所の成果の権利化については、その意味は慎重に検討されるべきである。このため、まず考え方を「知的財産ポリシー」として定め、その上で知的財産権の取得・活用を図ることを記載する。

	３　地域社会における先導的役割の発揮
	３　地域社会における先導的役割の発揮
	▷　技術支援は、技術的ニーズに対して課題の解決で応える業務であり、言わば受動的な行為である。一方、能動的な行為として、研究所職員は研究や学会活動などを通じて最新の技術動向をキャッチし、知見の集積を行うことによって、先駆的・独創的な着想による研究や技術開発に取組むことが可能であり、その成果に基づき、社会への働きかけや、行政施策への提案などの形で社会に貢献することもできる。公設試は、このように地域社会における先導的役割を担うという気概をもって積極的な研究に取組むべきである。

▷　このような役割を実現するためには、まず職員の先駆的・独創的な着想を研究課題に展開することが重要であり、研究所はそれを奨励することを努力目標として掲げることとする。

	第３　業務運営の改善及び効率化に関する事項

１　業務運営の改善
（１）自律的な業務運営
（２）効果的な人員配置
（３）事務処理の効率化
（４）研究体制の強化
	第２　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するため取るべき措置

１　業務運営の改善

（１）自律的な業務運営

（２）効果的な人員配置

（３）事務処理の効率化

（４）研究体制の強化
	▷　自律的な業務運営としては、理事長のマネジメント（意思決定）を実行する本部機能の整備を行うことと、チェックと改善（PDCA）を絶えず行うことを記載した。

▷　効果的な人員配置として、職員の段階的なプロパー化を進める一方で、行政機能を補完するため、技術職の一部は当面、府からの派遣を要請する。

▷　運営費交付金（人件費総額）を固定するという考え方のもとに、人件費縮減によって捻出される資金を活用し、研究員の確保やその資質向上など研究体制の強化に取組む。

	２　組織運営の改善
（１）優秀な人材の確保
	２　組織運営の改善

（１）優秀な人材の確保
	▷　優秀な人材を確保するため、任期付研究員の採用や外部研究員の招聘などを行う。

▷　新たな職種の新設とは、技術専門員や研究補助職の導入である。

	（２）人材の育成
①　研修制度の確立
②　人事評価制度の確立
③　職員へのインセンティブ
	（２）人材の育成

①　研修制度の確立

②　人事評価制度の確立

③　職員へのインセンティブ
	▷　職員研修計画に基づき、キャリアパスに応じた育成を行う。とくに、若手職員に自立と活躍の機会を提供することと、職員間で技術の継承が行われるよう職場内指導、研鑽などを行う。

▷　研究所には多様な職種と業務があるため、それらに対応した的確な人事評価制度が必要である。

▷　職員へのインセンティブ制度を具体化し、職場、職員の士気向上、組織の活性化を図る。

	第４　財務内容の改善に関する事項
	第７　剰余金の使途
	▷　効率化や経営努力によって生じた剰余金は、研究力向上、施設設備の改善等の経費に充てる。

	第５　その他業務運営に関する重要事項
１　法令の遵守
２　施設及び設備機器の整備
３　資源の活用
４　適正な料金設定
５　労働安全衛生管理
６　個人情報保護及び情報公開
７　環境に配慮した業務運営
	第８　その他業務運営に関する重要事項
１　法令の遵守
２　施設及び設備機器の整備
３　資源の活用
４　適正な料金設定
５　労働安全衛生管理
６　個人情報保護及び情報公開
７　環境に配慮した業務運営
	▷　「法令の遵守」では、内部監査の実施とともに、関連規定の制定など、内部統制システムの充実を図る内容を記載した。

▷　「適正な料金設定」では、議会における付帯決議を踏まえ、受益者負担を前提としつつも、利用者にとって過度の負担とならないような手数料、利用料の料金を設定することとした。

▷　「環境に配慮した業務運営」では、大阪府の環境マネジメントシステムに準拠した環境基本方針及びマニュアルを策定することを記載した。


資料３
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